第17回統一自治体選挙前半戦のたたかいについて
統一自治体選挙前半のたたかいであった知事、道府県議、政令市長、政令市議選挙が終了した。今回の統一自治体選挙は、さる3月11日に発生した東日本大震災への復興支援の最中であり、被災地である岩手、宮城、福島での選挙が延期されるといった自粛ムードの中でたたかわれた。

知事選では、北海道、三重で与野党対決の選挙となったがいずれも民主党推
薦候補が敗北し、東京都知事選挙では候補者を擁立出来ず石原都政四期目を許す結果となった。また、道府県議、政令市議選挙においても、民主党は前回議席を下回る厳しい結果となった。
自治労は、今回の統一自治体選挙を自律的労使関係制度確立後の首長や自治体議会との関係を展望しながら、地域住民の生活を支える公共サービスを再生させ、市民自治を基本とした分権改革を進める重要なたたかいと位置づけた。私たちは政策を理解し、ともに行動する首長・議員を増やすことが非常に重要であると確認し、組織内候補をはじめすべての推薦候補の必勝にむけたたかった。

組織内議員候補の結果は、東北三県を除き県議選は1１１人が立候補し、
８４人（75.７％）が当選。政令市議は26人が立候補し、１７人（65.4％）が
当選しており、前回に比べると県議選で１４人減、政令市選で９人減、また当
選率では前回に比べ　県議選4.6％減、政令市選で18.5％減という結果であっ
た。この結果は、民主党政権への不信や批判が地方にも大きく影響をしたこと
は否めず、また地域政党の進出は政権や既成政党に対する不信感の表れと言え

る。
統一自治体選挙前半のたたかいは我々にとって厳しい結果と言わざるを得ないが、地域の声、現場の声を反映させるためには、引き続き予定されている統一自治体選挙後半戦のたたかいが極めて重要となる。

この間の組合員の皆さんの奮闘に感謝するとともに、引き続き、大震災復興支援とともに、統一自治体選挙後半のたたかいでは、すべての推薦候補の勝利にむけて、引き続き全力をあげて取り組もう。
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